
※単位：百万円、（　）は構成比％。

●　 外出困難な重度障害児への支援 2,600万円
　外出することが著しく困難な障害児の自宅を訪問し、日常生活におけ
る基本的な動作の指導や生活能力向上のために必要な訓練などの支援
を行う、新たなサービスに係る費用の一部を支援します。

●子ども・子育て支援総合対策 8億2,200万円
　認定こども園の整備を促進します。（11市町14カ所整備予定）
※別途、保育所等整備交付金の活用により、県全体で約600人の定員増を予定

●　 元気高齢者の介護職場への就労促進 800万円
　元気な高齢者が生活介護の一部をサポートする人材として活躍できる
よう職場体験を通じた就業支援を行います。

　平成30年夏の奄美の世界自然遺産登録に向けて、登録に必要となる取り組みや県内外における気運の醸成を図るほか、
登録後を見据え、自然環境の保全と観光利用の両立に必要な取り組みを行います。 
　○　世界自然遺産登録記念イベントの実施 ○　世界自然遺産シンポジウムの開催 
　○　世界自然遺産奄美トレイルのルート選定・標識設置 ○　「奄美自然観察の森」の再整備の支援　など

　○　会場施設の整備 県有施設の整備および市町村などの施設整備に対する補助
　○　競技力向上対策 国体で天皇杯・皇后杯獲得を目指すための競技力向上対策
　○　開催準備 県実行委員会における各種開催準備
　○　競技役員の養成 審判員など競技役員等の計画的な養成　　　　　　 など

●　 魅力ある保育環境づくり 1,000万円
　保育士がやりがいを持って働き続けられる魅力のある職場環境づくりを
促進します。（処遇改善セミナーや個別指導・助言など）

●高齢者元気度アップ地域活性化
 1億4,200万円

　高齢者の自主的な健康づくりや社会参加
活動に対して、地域商品券などに交換できる
ポイントを付与します。
(グループに最高10万円、個人に最高 5千円）

●　 シニアの元気生き生き推進
 1,600万円

　中高年層を対象として健康・生きがいづく
りの取り組みを行う自治会の立ち上げ支援

（最高15万円）や食生活改善による低栄養
予防を推進（レシピの作成など）します。

●地域の子ども・子育て支援の充実 20億4,800万円
・放課後児童クラブの運営を支援（約570カ所）
・子育て親子の交流や子育て相談に対応する「地域子育て支援拠点」の設   
 置を促進（十島村〔平島〕に新規開設）

●　 産科医確保の新たな取り組み 1,200万円
・鹿児島大学と連携して、産科医不足地域の中核的な病院に産科医を派  
 遣
・将来、県内の産科・小児科に勤務しようとする医学生に修学資金を貸与

●　 子どもの入場料の無料化 400万円
　子どもたちが、郷土についての学びを深め、
ふるさとを愛する心を育むため、県有の常設展
示施設（７施設）における土・日・祝日の入場料を
無料化します。

財源不足額

予算規模

「県民が主役の県政」を実現する重要施策

●　 認知症にやさしい地域づくり 100万円
　新たに「県民週間」を設けるなど、県民の認知症に対する正しい理解や
認知症高齢者などにやさしい地域づくりに向けた気運の醸成を図りま
す。

一般会計
8,107億6,200万円

（対前年度比　＋0.1％）

特別会計
3,996億7,500万円

（対前年度比 ＋82.6％）

歳出（目的別）歳　入

鹿児島をどんどん暮らしやすくする重点施策

地方交付税
262,961（32.4）

国庫支出金
147,415
（18.2）

●　 障害者介護給付事業（利用者負担軽減事業） 　5,600万円
　65歳まで長期にわたり障害福祉サービスを利用し、一定の要件を満た
す高齢障害者に対し、介護保険サービスの利用者負担を軽減します。

●クルーズ船の受入体制の整備 9,100万円
　本港区北ふ頭やマリンポートかごしまにおい
て、大型化が進むクルーズ船の受入体制を整備し
ます。

●地域観光資源磨き上げ事業 1,300万円
　本県の安心・安全でおいしい食材や豊富な温泉資源などの「健康・長
寿」（ウェルネス）素材を、旅行商品として積極的に活用することにより体
験型・着地型観光を推進し、国内外からの誘客を促進します。

●　 多言語コールセンター設置事業 400万円
　24時間対応の通訳コールセンターを設置し、外国人観光客が安心し
て本県を観光できる環境を整えます。

●　 全国和牛能力共進会出品対策事業
　 1,700万円

　平成34年度に本県で開催される第12回全国和牛
能力共進会に向けて、出品対策の強化に取り組みま
す。

●起業家スタートアップ支援事業 7,400万円
　地域への経済波及効果が高い事業の発掘・育成や起業のために要す
る経費の負担を軽減するなど、起業しやすい環境を整備します。

●　 先端技術（ＩｏＴ・ＡＩ等）事業化支援事業 300万円
　県内中小企業の生産性向上や競争力強化など
を図るため、ＩｏＴ・ＡＩ（人工知能）などの先端技術の
導入による省力化・効率化・高度化の取り組みを支
援します。

●鹿児島港本港区エリアまちづくり検討事業 1,000万円
　有識者などを含めた検討委員会を設置し、ドルフィンポート敷地や北
ふ頭を含む鹿児島港本港区エリアにおけるまちづくりの基本構想につい
て検討します。

●志布志港国際バルク戦略港湾の整備 6億2,000万円
　志布志港において、飼料穀物の効率的な輸入に向けた船舶の大型化
に対応するため、国際バルク戦略港湾としての整備を推進します。

港湾空港課   ☎099（286）3645問い合わせ先

港湾空港課   ☎099（286）3665問い合わせ先

観光課   ☎099（286）3005問い合わせ先

観光課   ☎099（286）2997問い合わせ先

農政課   ☎099（286）3192問い合わせ先

畜産課   ☎099（286）3221問い合わせ先

産業立地課   ☎099（286）2964問い合わせ先

●若者のための県内就職応援事業 2,600万円
　若者の県内定着やUIターン就職を促進するため、県内外での企業説明
会や就職応援フェアなどを開催します。 雇用労政課   ☎099（286）3026問い合わせ先

産業立地課   ☎099（286）2964問い合わせ先

港湾空港課   ☎099（286）3640問い合わせ先

●　 若年末期がん患者に対する療養支援事業       　200万円
　若年の末期がん患者およびその家族の身体的、経済的な負担を軽減
し、安心して在宅療養ができるよう支援します。

青少年男女共同参画課   ☎099（286）2554問い合わせ先

障害福祉課   ☎099（286）2749問い合わせ先

子育て支援課   ☎099（286）2800問い合わせ先

医療人材確保対策室   ☎099（286）2653問い合わせ先

問い合わせ先 子育て支援課   ☎099（286）2148

問い合わせ先 子育て支援課   ☎099（286）2148

●質の高い幼児教育・保育を支援 118億2,700万円
・保育所や認定こども園などの教育・保育に要する費用の一部を支援
・保育士の処遇改善（副主任保育士は上限月額4万円、分野別リーダーは  
 上限月額5千円）など 問い合わせ先 子育て支援課   ☎099（286）2148

問い合わせ先 社会福祉課   ☎099（286）2841

●　 明治１５０年記念式典の開催　　　　　　　　　　　    4,900万円
　明治維新の意義やその後の近代化の歩みを再認識し、先人たちの業績を後世に伝える歴史的な式典を開催します。
● 「かごしま明治維新博」の展開
　○明治維新150周年記念プロジェクトの推進　　　　　　3,900万円 
　　　明治維新150周年を記念して、鹿児島ならではの魅力を広く県内外に発信する大々的なプロモーションやイベ
　　ントなどのさまざまな取り組みを展開・推進します。
　○　 明治維新150周年を契機とした次世代継承の推進 　 3,000万円 
　　　次世代を担う若者が郷土の先人たちの志や行動力に思いを馳せ、今後の鹿児島の在り方などを考えるための
　　取り組みを行います。 問い合わせ先 明治維新150周年推進室   ☎099（286）3057

問い合わせ先 奄美世界自然遺産登録推進室   ☎099（286）2617

問い合わせ先 国体・全国障害者スポーツ大会局   ☎099（286）2874

問い合わせ先 高齢者生き生き推進課   ☎099（286）2568（グループ）
 ☎099（286）2701（個人）

問い合わせ先 高齢者生き生き推進課   ☎099（286）2568
健康増進課   ☎099（286）2717

問い合わせ先 高齢者生き生き推進課   ☎099（286）2701

「明治維新１５０周年」に関する主な取り組み（予算総額　7億2,200万円）

●　 かごしまウェルカムベビープロジェクト 600万円
・大型商業施設など妊産婦が日頃行きやすい場所で「出前女性健康相談」   
 を実施し、相談体制を拡充
・「かごしま子育て支援パスポート」の利用を拡充
 (スマートフォンによる交付手続きや協賛店の検索機能など）
・妊娠・出産・子育てに関する講座開催や交流の場を提供

子ども家庭課   ☎099（286）2775 子育て支援課   ☎099（286）2800問い合わせ先

●　 乳幼児医療費の窓口負担無料化 2,400万円
　経済的な理由から受診を控えることによる症状の重
篤化を防ぐため、住民税非課税世帯の未就学児を対象
に、医療機関などの窓口における自己負担の支払いを
なくす制度を10月から開始します。

子ども家庭課   ☎099（286）2763問い合わせ先

高齢者の生き生き支援に関する主な取り組み（予算総額　265億2,300万円）

子育て支援に関する主な取り組み（予算総額　346億3,800万円）

●　「主体的・対話的で深い学び」の実現に  
　　よる学力向上プログラム 700万円

　学力向上に向けた取り組みの充実や、「主体
的・対話的で深い学び」の視点を踏まえた授業
改善を行い、児童生徒の確かな学力の定着を
図ります。

●　 総合体育館基本構想策定事業 1,100万円
　大規模スポーツ施設の在り方検討委員会の提言を踏まえて、総合体育
館の整備に関する基本構想を策定します。

●　 エネルギーパークかごしま推進事業 8,500万円
　再生可能エネルギーの供給において、全国トップクラスとなることを目
指し、地域特性を生かした事業を展開します。

●　 特定鳥獣総合管理対策推進事業 4,600万円
　鳥獣による農林業、生活環境などへの影響が深刻であることから、鳥
獣個体群管理を行い、農林業の健全な発展、生活環境の保全および自然
生態系の維持を図ります。

●安定ヨウ素剤整備事業 3,400万円
　UPZ圏内の住民で、障害や病気により緊急時の受け取りが困難である
など、一定の要件を満たす希望者に安定ヨウ素剤の事前配布を行いま
す。

●　 性犯罪・交通事故被害者等支援事業 1,100万円
　「性暴力被害者サポートネットワークかごしま」に専門のコーディネー
ターを配置し、性犯罪被害者などの支援の充実を図るとともに、引き続き
交通事故相談などを実施します。

●　 SNSを活用した相談体制構築に係る検証事業 1,000万円
　悩みを抱える児童生徒からの相談にSNSを活用し、
効果的な相談体制の在り方を検証します。

●　 かごしまの農林水産物輸出促進ビジョン推進事業 2,200万円
　県産農林水産物の更なる輸出拡大により、農林漁業者の所得向上と経
営安定を図るため、「鹿児島県農林水産物輸出促進ビジョン」に基づいた
戦略的取り組みを展開します。

●県単河川等防災事業（寄洲除去） 7億4,000万円
　河川の氾濫を未然に防止するため、着実に寄洲
を除去します。

生活・文化課   ☎099（286）2523問い合わせ先

薬務課   ☎099（286）2804問い合わせ先

河川課   ☎099（286）3593問い合わせ先

自然保護課   ☎099（286）2616問い合わせ先

エネルギー政策課   ☎099（286）2431問い合わせ先

企画課・スポーツ施設対策室   ☎099（286）2357問い合わせ先

高校教育課   ☎099（286）5288問い合わせ先

義務教育課   ☎099（286）5285問い合わせ先

健康増進課   ☎099（286）2721問い合わせ先

障害福祉課   ☎099（286）2753問い合わせ先

誰もが活躍できる社会の実現と医療の確保

「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」に関する主な取り組み（予算総額　31億5,400万円）

※予算額は、百万円未満を四捨五入しています。 ※予算額は、百万円未満を四捨五入しています。

一般会計
当初予算

810,762百万円
（100.0％）

一般会計
当初予算

810,762百万円
（100.0％）

地方消費税清算金
59,804（7.4）
繰入金
27,357（3.4）
使用料・手数料
11,777（1.5）
諸収入
10,693（1.3）
財産収入
2,396（0.3）

分担金・負担金等
7,614（0.9）

県債
102,093
（12.6）

地方譲与税等
30,233（3.7）
県税

148,419（18.3）

衛生費
55,824（6.9）

総務費
45,177（5.6）

警察費
36,547（4.5）

商工費
9,425（1.2） その他

16,760（2.1）
教育費

185,902
（22.9）

公債費
129,847

（16.0）
民生費
107,606

（13.3）

土木費
89,951
 （11.1）農林水産業費

72,498（8.9）

諸支出金
61,225 （7.5）

奄美の世界自然遺産登録に向けた主な取り組み（予算総額　6億3,700万円）

平
成
30
年
度
当
初
予
算
の
姿 0円

人材育成と文化・スポーツの振興

豊かな自然と地球環境の保全

安心・安全な県民生活の実現防災、安心・安全

魅力ある観光地づくりと「鹿児島のウェルネス」の推進

県産農林水産物の輸出拡大とブランド力向上

産業の振興と若年者などの県内就職促進

環境

教育

医療・福祉 観光

農林水産業

産業・雇用


